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　しおり　の改訂にあたって 「 」 

平成24年度から新学習指導要領が全面的に実施されるようになり、小・中学校の体育の

内容も変更になりました。

これらによって新たな学校生活管理指導表が必要になり、それを機会に「学校検尿のす

べて」が改訂され、「学校検尿のすべて：平成23年度改訂」が刊行されました。

「学校検尿のすべて：平成23年度改訂」は新学習指導要領への対応の他に、近年の医学

の進歩に則った尿異常を有する学童・生徒の管理指導法、管理指導の目安が記載されてい

ます。平成10年代の初頭から小児期の糸球体腎炎の軽症化が指摘され、また同時期から小

児に多いIgA腎症の有効な治療法が確立され、小児期の糸球体腎炎に対する考え方が変わっ

て来ました。

今回の変更で一番大きな変わった点は、目で見て分かる肉眼的血尿以外の血尿陽性者を

管理指導の対象から省いたことです。以前の「学校検尿のすべて」において指導区分は学

校における安心、安全を目的としたため学校検尿で発見された症例が示す最悪の事態に対

応できるように作られていました。しかし、そのような事態が起こる可能性が極めて低い

ことが明らかになり、同時に小児期の腎疾患に対応できる専門病院が多くなったことなど

から血尿陽性者はすべての体育や学校行事への参加を許可できるようになりました。

このことは血尿を有する児童・生徒が腎・尿路系の病気を持っていないことを示してい

るのではなく、病気がまだ血尿だけがみられる段階では運動制限などの生活管理が必要で

はないと考えられるからです。糸球体腎炎を含め多くの病気では早期発見、早期治療が治

療効果の面でも予後改善の面でも重要なことが知られています。ですから無症候性血尿の

子供では発見された年に詳細な問診、血液検査、尿検査、腹部超音波検査などが必要で、

これらの検査に異常がないことを確認します。その後は、2～12カ月に1回、定期的な尿検

査を受けることが大切です。

児童・生徒の生活指導は子供をとりまく家庭、友達、教師、医師の共通の理解のもとに

行わねばなりません。このような目的で学校生活管理指導表は体育教師、養護教諭、校医

の他にスポーツ医学の専門家、小児腎臓病の専門医などの考えに基づいて作られています。

この「しおり」は実際に学校生活管理指導表を使用する場合に正しく用いることが出来る

ように作られたもので、具体的な指導方法、使用する際の注意点、どのような子供を専門

医に紹介するかなどについて分かり易く記載されています。これらについて詳細に知りた

い方は「学校検尿のすべて：平成23年改訂」をご参照下さい。

この「しおり」が広く活用され、腎臓病や尿異常を有している子ども達が適切な管理指

導のもとにのびのびとした学校生活が送れることを希望します。
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公益財団法人　日本学校保健会
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学校検尿で異常を指摘された児童生徒のすべてが腎臓病

と言うわけではありません。学校検尿で異常がみつかった

あと、ほんとうに腎臓や尿路に病気があるかどうか、ある

とすればどのような病気なのかを細かく診断して、病気が

あれば早くから適切な生活指導や治療を行うことが大切で

す。

いま全国で行われている尿検査は、図１のように３次集

団精密検査まで行うA方式と、２次検尿までのB方式との

２つに分けられます。A方式では、３次集団精密検査を行

い、暫定診断と管理区分を判定します。B方式では、２回

連続して尿に異常がみられた場合、学校医、主治医または

専門医・指定医療機関を受診するように指示します。
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A、Bいずれの方式でも、１次、２次検尿や３次集団精密検査ですぐに診断がつくことはほとん

どなく、経過をみていて診断されるものや、専門病院でくわしい検査を行ってから診断されるも

のなど、数ヵ月後に病気の診断がつくことも少なくありません。

しかしそれでは、はっきりした診断がつくまでの間、尿の異常が見出された児童生徒にどのよ

うな生活をさせればよいか不安に思う家族や学校が少なくないので、とりあえず３次検査が終わ

った段階で尿所見を中心として暫定的な診断をつけて、それに基づいて生活指導をするのが良い

とされています。

もちろん、この暫定診断はあくまでも確定診断がつくまでのもので、確定診断がついた段階で

は新しい管理指導区分の下で生活指導をします。したがって、学校も家庭も本人も暫定診断は将

来変わる可能性があることを十分理解し、新しい管理指導区分がでたら、それに基づいた生活を

行い、学校や家庭は指導区分を守ることが大事です。

表１　３次検査（集団精検）の尿所見による暫定診断
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暫定診断の目的 2.



学校生活指導区分は次の５段階からなっています。
A ：在宅医療、入院治療が必要
B ：登校はできるが運動は不可
C ：「同年齢の平均的児童生徒にとっての」軽い運動は参加可
D：同年齢の平均的児童生徒にとっての」中等度の運動まで参加可
E ：「同年齢の平均的児童生徒にとっての」強い運動も参加可

運動部（クラブ）活動について

運動部活動は、すべての運動部に制限無く参加できる場合には運動種目や参加内容を規定せずに、単に「可」

とします。制限がある場合には、（ ）内に、参加できる活動を記入します。

注）運動部活動欄の記入にあたって

学校差、個人差が大きいことを考えると運動の種目のみによって参加の可否を決定できませんので、それぞれの児童生徒の

学校の部活動の状態を確認して記入してください。

また運動部活動は選手としての参加のほかに、強い身体活動を要求されない担当部署への参加もあることを考え、CやD区

分の児童生徒にも参加の機会を与えてください。ただし、その場合は参加形態が条件付きであることは当然です。

腎症状が強い場合（急性腎炎で高血圧や浮腫を合併していたり、ネフローゼ

症候群で浮腫のため水分が取れないなど）で入院あるいは自宅で見る必要が

あります。

慢性腎臓病で、高血圧や浮腫などの症状が不安定な場合に、症状によっ

て教室での学習だけなら受けることが可能か（B）、軽い運動ができる状

態か（C）主治医が判断します。一部の児童生徒に対しては塩分の多い食品が含まれ

る学校給食の制限が必要になります。体育系のクラブ活動、部活動はすべて禁止しま

す。

中等度以上の蛋白尿がある慢性腎炎症候群や、正常の半分以下の腎機能低下があり症状が有っても安定

している場合です。強い運動は禁止します。中等度の運動は慢性腎臓病患者では勧めるべきとされてい

る運動です。腎臓に負担がかかる肥満を防ぐためにも運動をすすめます。長時間の激しい運動を伴う部活動を

禁止します。

コメント（その他注意すべき事）欄の使用：

主治医の判断で指導区分はEとしてコメントで長時間競争するマラソンや競泳のみ禁止とされ、特にゲーム形

式のスポーツは禁止しない場合も多いです。また管理区分とは別にステロイドの服用で骨折の危険がある時や

抗凝固薬の服用で出血の危険があるときに背骨や頭を強くぶつける可能性のある運動は控えます。コメント欄

で記載が多いのが腎臓病では良く見られます。運動部も選手を目指すような場合のみ禁止とされることがあり

ます。

ネフローゼ症候群や腎炎で軽度蛋白尿の時、血尿のみの時、腎機能が正常の半

分以上の低下の時に指示します。学校内の生活、体育、運動部活動すべてを健

常児と同様に行えます。指導区分Dに該当する場合やでも、患児やご家族の意向を考

慮した主治医の判断ですべての運動や選手を目指す運動部も主治医の判断で許可さ

れるEとされることもあります。

E
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学校生活管理指導表の見方 3.
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4. 学校生活管理指導表 
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５、６ページの学校生活管理指導表は、腎臓病、心臓病ばかりでなく風邪や下痢などの急性の

病気の児童・生徒について生活規制を行う場合にも利用することができます。腎臓病としても学

校検尿で発見された無症状の腎臓病ばかりでなく、急性腎炎、慢性糸球体腎炎、ネフローゼ症候

群などの患児に対しても用いることができます。

小児期における不必要な運動制限は、筋力や心肺機能、骨密度の低下、肥満などを引き起こし、

精神的には、健全な精神発育を阻害しうるものです。食事療法も、子供の時の強い食事制限は成

長や発育を遅らせる恐れがあり、学校給食、兄弟との食事などの面で心理的に悪影響もあります。

運動制限や食事制限を指示する場合には、正確な診断とともに、その子供に合った制限を指示し

なくてはなりません。

7

高血圧や、肺水腫など浮腫が強い場合は、ベッド上での安静が必要です（A）。それらが改善し

て血尿や蛋白尿だけであれば、その必要はありません。

入院中の血圧や浮腫などの症状が安定していれば外来通院が可能になります。尿蛋白・クレアチ

ニン比0.5ｇ/ｇ以上（2+以上）なら３ヶ月以内は軽い運動のみ（C）、その後は中等度の運動も可

能とします（D）。0.5g/g未満（1+以下）であれば運動制限の必要はありません（E）。

指導区分の目安 5.

急性腎炎症候群（急性腎炎） 1.

無症候性血尿症候群 2.

無症候性蛋白尿症候群、蛋白尿・血尿症候群（腎炎の疑い） 3.

慢性腎炎症候群 4.

この群から慢性腎炎症候群の児童生徒がみつかる事もありますが、慢性腎炎であっても軽いも

のが大部分で、蛋白尿を伴わない限り、運動を制限する必要はありません（E）。風邪を引いた場

合に肉眼的血尿が出ることがありますが、すみやかに改善すれば運動制限は必要ありません。

学校検尿で蛋白尿のみの場合は起立性蛋白尿など病的でない尿異常が多く存在しますが、糸球

体性疾患、先天性腎尿路奇形なども発見されることがあります。血尿を伴うものでは、IgA腎症を

中心とする慢性糸球体腎炎の可能性が高くなります。尿蛋白・クレアチニン値で0.2ｇ/ｇ以上

（定性で１+以上）が続くようなら精密検査をします。血圧や各種検査（血液・尿・超音波など）

で異常がなければ、運動制限に関しては、尿蛋白・クレアチニン比0.5ｇ/ｇ以上（２＋以上）の

場合は激しい運動を避け（D）、0.5g/g未満（１+以下）の場合は制限はありません（E）。

精密検査（腎生検）で診断します。蛋白尿が尿蛋白・クレアチニン比0.5g/g未満(1+以下)で安

定している場合や、血尿のみの場合は学校生活の制限は行いません（E）。蛋白尿が尿蛋白・クレ

アチニン比0.5g/g以上(2+以上)の場合は強い運動のみ制限します（D）。高血圧や浮腫などの症状
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ネフローゼ症候群 5.

保存期腎不全、末期腎不全 6.

白血球尿・細菌尿 7.
症状の無い児童生徒に対しては運動の制限は必要あ

りません。尿中に白血球と細菌が多数見られるときに

は、尿路感染症の可能性があります。このような場合

には尿培養、腎臓・膀胱の超音波、などの検査を受け

てください。

小児の腎不全の原因としては先天性の腎・尿路奇形が多数を占めます。

腎機能が半分以上あり症状が安定している場合には、運動や食事の制限は必要ありません（E）。

腎機能が半分以下や透析中の患者さんに関しては、症状により主治医が判断しますが、通常は激

しい運動以外は参加を認めています（D）。病状が安定しておらず、高血圧などがあって生活の制

限が必要な場合は、主治医の指示に従う必要があります（B、C）。腹膜透析中や、移植後の患者

さんでは腹部を圧迫するような運動は避ける事があります（コメントに記載）。食事の制限が必要

に応じて行われることがありますが、制限の無いことも多く、子どもの成長、発達を妨げること

のないように配慮します。定期的な通院、決められた内服や透析療法を確実に行う必要がありま

す。

ネフローゼ症候群は、大量の蛋白尿が出て、低蛋白血症と全身の浮腫をきたす疾患です。

浮腫が強い時期や腎臓の機能が低下している時期、高血圧がある時期、初めての治療でステロイ

ド薬の効果や副作用がわからない時には入院で治療を行います（A）。蛋白尿、浮腫、高血圧が軽

快し、尿蛋白・クレアチニン比0.5g/g以上 (２+以上)の蛋白尿が持続している場合は激しい運動は

禁止します（D）。尿蛋白が0.5g/g未満(＋)あるいは陰性化すれば制限は行いません（E）。ステロ

イド薬の長期投与により骨密度が低下し骨折が心配される場合は背骨に負荷のかかる運動を制限

することがあります。高血圧により、運動や食事の制限、薬物療法が必要になることがあります

（D）。

ネフローゼ症候群が再発した場合、症状が浮腫のみで、ほかの合併症が認められなければ教室

内学習や外来で治療を行うこともあります。蛋白尿が消失し、浮腫が軽快すれば初回の治療と同

様に運動制限を解除します。

が認められ、症状が安定していない場合は、教室内学習あるいは軽い運動のみとします（Bまた

はC）。または、入院治療になります（A）。特殊な医薬品での治療中は指導区分とは別に強く頭を

ぶつけたり、腰をぶつける運動は禁止されることがあります。
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どのような児童生徒を専門医に紹介するか 6.
検尿陽性者は以下のような場合には、専門医に紹介してください。

１．早朝第一尿の蛋白および尿蛋白・クレアチニン比それぞれ

１＋程度、 ０．２－０．４の場合は、６～１２ヶ月程度の持続が見られたもの。

２＋程度、 ０．５－０．９は、３～６ヶ月程度の持続が見られたもの。

３＋程度、 １．０ー１．９は１～３ヶ月程度の持続が見られたもの。

ただし、上記を満たさない場合も含めて、下記の2～6が出現・判明すれば、早期に専門医に

相談または紹介する。

２．肉眼的血尿 (遠心後肉眼的血尿を含む）

３．低蛋白血症：血清アルブミン＜3.0g/dl未満

４．低補体血症

５．高血圧（表2）

６．腎機能障害の存在（表3）

注）先天性腎尿路奇形の患者さんでは、尿蛋白が軽度でも腎機能障害が見られることがあり

ます。この場合は超音波検査などが必要ですので、専門医に紹介してください。小児の

血清クレアチニン値は年齢によって異なり、7歳では0.5mg/dl以上で高値となり、

0.8mg/dl以上なら腎機能は半分程度となります。正常値の表をチェックしてください。

注）尿蛋白の検査では早朝第一尿などの濃縮尿で尿蛋白・クレアチニン比が正常でも試験紙

で陽性（＋）のことがあります。先天性腎尿路奇形では、希釈尿のため尿蛋白が（±）

程度でも異常の事があります。尿蛋白・クレアチニン比をみることをおすすめします。

無症候性血尿症候群の患者は学校医やかかりつけ医で最初の1 年は3ヶ月に1 回、その後は1 年

に1 回、血尿が続く限り経過観察して、もし専門医紹介基準を満たす場合は専門医をご紹介くだ

さい。無症候性白血球尿で尿路感染が明らかな場合は精密検査を受けた方が良いです。

緊急受診システム

一次、二次検尿の結果、尿蛋白が（+++）以上あるいは肉眼的血尿がみられる場合は、腎炎や

ネフローゼ症候群の可能性が高く、緊急を要することもあるので、検査機関より学校長を介し

て保護者に連絡を取り、急いで医療機関の受診をすすめるシステムを採っている地域もあります。
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管理の実際 7.
小児期における不必要な運動制限は、筋力や心肺機能、骨密度の低下、肥満などを引き起こし、

精神的には、健全な精神発育を阻害しうるものです。食事療法も、子供の時の強い食事制限は成

長や発育を遅らせる恐れがあり、学校給食、兄弟との食事などの面で心理的に悪影響もあります。

運動制限や食事制限を指示する場合には、正確な診断とともに、その子供に合った制限を指示し

なくてはなりません。

実際に用いる際には、学校生活管理指導表に基づいて一人ひとりの児童生徒にあった運動を指

導します。学校生活管理指導表の運動強度は次のように定義されています。

１．軽い運動

ほとんど息がはずまない程度の運動。

２．中等度の運動

少し息がはずむが、息苦しくはない程度の運動。パートナーがいれば楽に会話ができる程度。

３．強い運動

息がはずみ、息苦しさを感じるほどの運動。

なお中等度の運動は通常慢性腎臓病患者では勧めるべきとされている運動で、特に有酸素運動

は腎機能障害があっても様々なガイドラインで一日30分以上は行うべきとなっています（注１）。

また肥満は腎臓に負担がかかるため、肥満を防ぐためには運動をするように心がけましょう。こ

のような子どもに対しては長時間の激しい体育（長時間のなわとび、持久走、マラソン、競泳、

遠泳など）、激しい運動を伴う部活動を禁止します。しかし、上記以外の有酸素運動に相当する体

育、クラブ活動には参加できます。また「体力を高める運動」（注２）をさせることは主治医の判

断でかまいません。

注１）有酸素運動は通常の慢性腎臓病患者には制限が不要で、腎機能障害があっても安定してい

れば1日30分以上は行うべきとガイドラインではすすめています。有酸素運動として代表的

なものは歩行、水泳、ジョギングなどであり、推奨されるのは中等度の強度（会話しなが

ら続けられる程度であり、息切れで会話ができなければ強すぎ、歌が歌えるくらいの余裕

があれば弱すぎる）の運動です。歩行であれば15分以上を1日2回、週3－5日でも良いとさ

れています。

注２）「体力を高める運動」にはダンベルやマシンなどの器具を用いる方法や、スクワットや腕

立て伏せのように自体重を利用して行う

方法がありレジスタンス運動とも言われ

ます。
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